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２ 背景―ＮＰＯセクターをめぐる諸課題と中間支援の必要性 

（１） ＮＰＯ自身が抱える諸課題

地方レベルのＮＰＯは小規模なものが多く、会員、事務所、資金、事務所、企画力、専門性、

行政との関係など、さまざまな共通の課題を抱えている。（表１）

表１ あなたの団体・グループ活動をすすめていく上で、何か問題を感じたり困っていることがありますか。

①会員         ８２．７％

②資金         ８１．３％

③情報         ７７．３％

④専門性        ７７．３％

⑤企画力        ７４．７％

⑥ＮＰＯ相互のネットワーク ７２．０％

⑦行政との関係     ７２．０％

⑧事務所       ７０．７％

⑨組織運営       ６９．４％

⑩事務局員       ６１．３％

⑪地域との関係     ５８．７％

四日市ＮＰＯセクター会議設立準備会「四日市市内ＮＰＯに対するアンケート調査」より（2005年）

（２）ＮＰＯのセクターとしての存在感の弱さ

・ 地域におけるＮＰＯの存在感のなさ

・ 個々のＮＰＯの力量の弱さ（組織、担い手、活動内容、継続性 など）

・ ＮＰＯが理解されていないことによる不当な取り扱い

    例）極端に安価な契約

      指定管理者制度における財務基盤要件

      

（３）ＮＰＯの課題解決におけるＮＰＯ相互の連携の弱さ

・これまで地域のＮＰＯ同士が、継続的に問題点を話し合ったり、行政はじめ他のセクター

に対して共同して声をあげていくことはほとんどなかった。

・個々のＮＰＯは日常の活動に追われ、ＮＰＯセクター全体の発展を考える余裕がなかった。

・ＮＰＯの課題解決のために自ら研究する姿勢が弱く、解決を行政に頼る傾向がみられる。

（４）ＮＰＯの本来機能が発揮しにくい状況

①公共サービス提供機能の問題

       ＮＰＯは近年「新しい公共の担い手」として、国や自治体との契約が急速に増加

する傾向にあるが、ＮＰＯに期待されているのは「行政より安価なサービスの提

供」であり、安価な契約がＮＰＯの継続性と発展を阻害している。

  ②社会変革・アドボカシー機能の問題

       行政からの委託事業が増加し、ＮＰＯの収入源の多くを占めるようになっており、

このようなＮＰＯにとって、行政からの自律性の維持は容易ではなく、ＮＰＯが

本来の社会変革性を発揮する機会は、質量ともに変化せざるを得ない状況にある。

●ＮＰＯの課題は構造的なものであり、単独のＮＰＯで取り組むことには限界がある。 

●行政がＮＰＯの意見を聴く場合、単独のＮＰＯの意見では対応しづらい。 

●他の領域では、関係団体の課題解決等のための連合組織があるが、ＮＰＯにはない。 
    例）自治体→ 知事会、市長会、議長会等  企業→ 経団連、商工会議所、中小企業同友会等

  各種団体→ 自治会連合会、ＰＴＡ連合会、医師会、日本学術会議 等

                    

行政との契約が増加する中、ＮＰＯが独立性を維持しながら、その本来的な機能を発揮する

ためには、多様なＮＰＯの集合力を生かした、協同組合的な中間支援組織が不可欠である。 
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３ 四日市ＮＰＯセクター会議の設立経緯 

① 「四日市市ＮＰＯセクター会議の創設」について、ＮＰＯ法人市民社会研究所が四日市市

市民活動ファンドへ助成金申請 

  05年 6月 18日 プレゼンテーション
     7月 6日 決定通知

② 四日市市内の既存の中間支援団体との合意形成と呼びかけ 

     05年 7月 12日 3つの中間支援団体（＊）に対し、趣旨説明会を開催。
         ＊地域づくり考房みなと、四日市ＮＰＯひろば、循環者ファンド運営委員会、       

05年 7月 20日 中間支援 4団体連名による、市内ＮＰＯへの呼びかけ文郵送         
05年 9月 24日 「ＮＰＯで手をつなごうー『四日市ＮＰＯセクター会議』の創設に

向けて」開催

③ ニーズ調査 

     05年９月 24日 四日市ＮＰＯセクター会議の創設に向けて、四日市市内の市民活動
団体･グループに対してニーズ調査（アンケート）を行うことを決定

       10月 7日 アンケート調査票を四日市市内全ＮＰＯ（１４５団体）に送付
（回収率 ５１．７％）

        11月 19日 四日市ＮＰＯアンケート調査の結果報告会（＊）
        12月 20日 市内ＮＰＯにアンケート結果発送とセクター会議プレ募集

＊ＮＰＯへのＮＰＯセクター会議ニーズ調査結果の概要（アンケート結果から）

ア）四日市ＮＰＯセクター会議への参加意向

          役員として参加希望   ６．７％

          会員として参加希望   ４．０％

          内容次第で参加    ２８．０％

          何ともいえない    ４４．０％

          参加しない      １３．３％

          その他         ４．０％      

イ）四日市ＮＰＯセクター会議に期待するもの（複数回答）

順位     項    目 全体(%)
１ ＮＰＯ相互の情報交換・交流 42.7
２ 行政等への統一的窓口 40.0
３ ＮＰＯの共通課題の調査研究 38.7
４ 各種研修 34.7
５ ＮＰＯ共同の社会貢献活動 30.7
６ ＮＰＯ共同の政策提言 25.3
７ ＮＰＯ共同での寄付集め 9.3
８ その他    8.0 
 不明 14.7
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 ④ 四日市ＮＰＯセクター会議設立準備 

     05年 11月 12日 第１回四日市ＮＰＯセクター会議設立準備会
        11月 13日 呼びかけ団体に対し、設立準備会メンバー＝理事（運営委員）への

就任を確認

12月 17日 第２回四日市ＮＰＯセクター会議設立準備会
     06年 1月 4日 四日市ＮＰＯセクター会議のホームページ作成
         1月 27日 第３回四日市ＮＰＯセクター会議設立準備会
         2月 15日 第４回四日市ＮＰＯセクター会議設立準備会
        3月 ４日 第１回四日市ＮＰＯセクター会議設立準備運営委員会－８ＮＰＯ

クロスポイント、市民社会研究所、障害者福祉チャレンジド・ネット、

生活バス四日市、ドッグイヤー, 体験ひろば☆こどもスペース四日市、
別山安全なまちづくり推進委員会、 四日市男女共同参画研究所

         3月 16日 第２回四日市ＮＰＯセクター会議設立準備運営委員会 
         3月 25日 設立総会・設立記念フォーラム                   

４ 事業内容 

（１）ＮＰＯの相互交流・相互扶助 

  ・四日市ＮＰＯセクター会議会員交流会（年１～２回程度）

   ・「会員団体が提供しているサービス一覧」の作成・サービスや資金づくり事業の相互利用 

      

         各団体の活動発表        今後の市民セクターの発展に向けて乾杯

 

（２）ＮＰＯの力量向上のための研修 

・ＮＰＯ実践講座

年８回程度。

会員団体の実践事例発表と

意見交換

    （組織運営、資金づくり、理事、

     他のセクターとの関係作り等）

・ＮＰＯ会計講座

   年２～３回程度

     会計処理の基本について
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（３）市民とＮＰＯをつなぐＮＰＯの共同事業 

①四日市市民大学（人権）

      ・子どもの人権（2007年度 全４回 子ども関係４ＮＰＯの共同実施）
・障害者の人権（2008年度 全５回 障害者関係５ＮＰＯの共同実施）

②市民の地域人権懇談会への講師派遣

    子ども、障害者、男女共同参画、人権全般

     
      

③四日市市制１１１周年記念・四日市市民活動フェスティバルの実施受託（2008年度）
    パネル「四日市の市民活動の１０年」（４５枚）の作成

④マリンバチャリティコンサートの実施（2007年度）
    収益金を四日市市民活動ファンドに寄付

 

 「四日市の市民活動の１０年」パネル展      チャリティコンサートの売上げを四日市市長に手渡し

（４）議会・行政とＮＰＯをつなぐ活動・ＮＰＯの共通課題の調査研究 

①四日市市民協働研究会

     主 催：四日市ＮＰＯセクター会議、四日市議会議員１２３会
     目 的：市民・自治会・ＮＰＯ、議会、行政が協働し、四日市の市民セクターの   

活性化のためのしくみづくりの研究と、その実践に向けた活動を行う。

現在は「四日市市民協働促進条例づくり」に向けた研究中

          開 催：2006年 7月から 毎年８回程度開催
     参加者：ＮＰＯ(平均 15名程度)、議員(平均 4人程度）、行政職員（平均 3人程度）
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ＮＰＯ法施行 10周年・みえパートナーシップ宣言 10周年事業 
第 3分科会 

ＮＰＯセクターをたくましくする中間支援 
 

 

 

 

特定非営利活動法人市民フォーラム 21・NPO センター 
事務局長  藤岡貴美子 

 

 

１． ＮＰＯ法施行 10年の成果
① 約 3万 6千の NPO法人が誕生
→それらを中心とする分野横断的新しい NPOセクターの誕生 

② NPOという言葉とコンセプトの普及 
③ 伝統的 NPO(公的法人など)を含むサードセクター形成への突破口 
④ 政府・行政企業による NPO の認知、連携 

２． 社会的存在感のある NPOセクターへ向けての課題

①｢官から民へ｣｢中央から地方へ｣への立ち遅れ

 →「NPOは公共サービスを担えるか(担うべきか)＝行政の下請け化
②組織基盤の脆弱さ

・ これまでの NPO支援
→市民センターの設置、小額助成金

→税や法制度の改善提案

・ NPOの課題は｢お金が無い｣ことか
→資源を引き付ける活動や事業がない

→企画立案、実行する優れた人材がない

→人材を確保し、育成するシステム

・ イギリスの「チェンジアップ」が重視する 6つのスキル
① 業務改善 ②人材育成 ③ICT ④ガバナンス（理事会と事務局の関
② ボランティアの採用と育成 ⑥NPOの財務活動
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・ これからはインフラ組織として

① 社会的成果を生み出すための経営力の強化（⇔草の根主義）

② 公共サービス改革への立ち遅れの克服(⇔ボランタリズムの神話)
③ サードセクターの本格的形成

★ 市民フォーラムの中期戦略２００７

① 公共サービスを担い改革する NPOを支援する
② 市民が主役となる新しい政府・行政像を創出する

③ 重層的で社会的存在感のあるサードセクターを構築する

★ 日本サードセクター経営者協会（JACEVO）構想
3つの特徴
① NPO法人だけでなく各種公益法人を含めサードセクター全体を横につなぐ
② サードセクター組織の実質的経営責任者が個人で加入する

③ 自立的経営基盤を築いて事業体として成長する意欲を重視する

3つの役割
① 経営者同士が交流し刺激し合う場と機会を提供する（つなぐ）

② 経営能力を向上させる研修と支援を提供する(伸ばす)
③ 公共サービス改革への提言を中心として、政府・行政や企業に対してサードセク

ター経営者を代表して発言する(代表する)
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